
節税対策や老後に向けた資金準備の観点から利用されるケースの多い「iDeCo（個人型確定

拠出年金）」ですが、政府は来年度の税制改正で掛金限度額の引き上げを検討しています。

iDeCoとは、公的年金を補完するための資産形成を支援するための制度で、老後資金の準備

に用いられる私的年金制度です。

掛金拠出時には全額所得控除の対象となるだけでなく、その運用益は非課税とされており、

給付金を受け取る際にも退職所得控除や公的年金等控除の対象となるため、節税メリットが

期待される制度といえるでしょう。

税制改正に向けて掛金限度額の拡充が検討されており、具体的には次ページの表のような引

き上げ案が挙がっているようです。

掛金限度額の引き上げ案



記事作成：

お問い合わせ

出口戦略が「増税」される可能性も

iDeCoの掛金限度額が引き上げられることで、節税効果もますます高まり、制度利用者の拡

大が見込まれます。

しかし、その一方で退職金課税の強化については、たびたび国会でも議論されており、将来的

に退職金に対する増税が行われれば、iDeCoの給付金を受け取る際の「出口戦略」にも大き

な影響を及ぼしかねません。

現行の税制に対する理解はもちろんのこと、将来の税制改正による増税リスクについても念

頭に置いたうえで、制度を利用すべきかどうかを判断しましょう。

利用者が拡大するiDeCoについて、令和7年度税制改正では、掛金限度額の引き上げが検討

されています。

掛金増額によってさらなる節税効果が期待される一方で、将来的に退職金課税が強化される

リスクについても知っておきましょう。
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